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１ 件   名    本社及び中四国支店の誘致について 

２ 趣   旨   本市では、地域経済の活性化を目的に、雇用の創出、経済効 

果や税収増等が見込まれる本社・中四国支店等をはじめ製造工 

場や物流施設等の誘致に取り組んでおります。 

このたび、下記の３社が「岡山市本社・中四国支店等立地推

進事業補助金」制度を活用し、本社移転、中四国支店の新設及

び拡充を決定されました。 

３ 企 業 概 要 

①ＮＴＣコンサルタンツ株式会社 

(1) 本社所在地  名古屋市中区錦二丁目４番１５号

(2) 代表者     代表取締役社長 大村 仁 

(3) 設立年月   昭和４３年１１月１日 

(4) 資本金     ９，７００万円 

(5) 従業員数    ３７４名 

(6) 主な事業   建設コンサルタント（農業土木、河川改修計画、ダムなど） 

＜ＮＴＣコンサルタンツ株式会社 中国四国支社拡充の概要＞ 

(1) 拡充経緯   現在市内に立地している広域的営業拠点の中国四国支社につい

て、中四国地方における事業拡大に伴い、従業員の増員を行うも

の。 

  (2) 所在地    岡山市北区野田４丁目１２番１７号 野田４丁目合同ビル２階 

(3) 新規常用雇用者 ５名（予定）

(4) 設備投資額  約１，０６０万円（予定） 

(5) 事業対象地域  岡山、鳥取、島根、香川、高知、愛媛、徳島 



②タツモ株式会社 

(1) 本社所在地  岡山県井原市木之子町６１８６番地

(2) 代表者     代表取締役 池田 俊夫 

(3) 設立年月   昭和４７年２月２６日 

(4) 資本金     １６億２，７７２万円 

(5) 従業員数    ９５５名（連結） 

(6) 主な事業   電子機械装置及び電子機器部品の開発・製造など 

＜タツモ株式会社 本社移転の概要＞ 

(1) 移転経緯 さらなる事業拡大を目指し、顧客の半数を占める海外企業等と

の交渉を効率的に進めるとともに、人材確保を図るため、都市近

郊で交通利便性が高い岡山リサーチパーク内に本社・開発設計セ

ンターを建設し、本社を井原市から移転するもの。なお、総務部

の一部と製造部については井原市で操業を継続する予定。 

(2) 移転場所 岡山市北区芳賀５３１１ 岡山リサーチパーク 

         （子会社アプリシアテクノロジー(株)の敷地内に立地） 

(3) 事業内容   本社・開発設計センター建設 

（建築面積1,579㎡、延床面積4,417㎡、鉄骨造３階建） 

(4) 事業開始日  ２０１９年５月３１日（予定） 

 (5) 新規常用雇用者 ３６名（予定） 

(6) 固 定 資 産 投 資 額  約１５．３億円（予定） 

③株式会社ダイナム

(1) 本社所在地   東京都荒川区西日暮里２－２７－５ 

(2) 代表者        代表取締役 藤本 達司 

(3) 設立年月     昭和４２年７月２５日 

(4) 資本金      ５０億円 

(5) 正社員数     ４，０８９名 

(6) 主な事業     パチンコホール経営、店舗管理 

＜株式会社ダイナム 岡山統括事務所（中四国）開設の概要＞ 

(1) 開設経緯     業務の効率化を図るため、広島、高松、高知にある既存事務所を 

集約し、新たな拠点として中四国地方の店舗を統括する事務所を 

市内中心部のオフィスビルに開設するもの。 

(2) 開設場所     岡山市北区表町一丁目７番３６号 ＪＴＢ岡山ビル６階 

(3) 事業開始日  平成３０年４月２３日 

(4) 新規常用雇用者   １７名（予定） 

(5) 設備投資額  約１，５００万円（予定） 

(6) 事業対象地域  岡山、広島、鳥取、島根、香川、高知、愛媛、徳島 
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